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1.  平成22年8月期第3四半期の連結業績（平成21年9月1日～平成22年5月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期第3四半期 28,609 8.7 964 ― 881 ― 308 △39.7
21年8月期第3四半期 26,320 ― △138 ― △513 ― 511 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年8月期第3四半期 22.35 ―
21年8月期第3四半期 37.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期第3四半期 34,771 23,932 68.8 1,732.09
21年8月期 32,767 23,893 72.9 1,729.23

（参考） 自己資本  22年8月期第3四半期  23,932百万円 21年8月期  23,893百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
※平成22年8月期の配当予想額につきましては、未定であります。 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年8月期 ― 0.00 ― 27.00 27.00
22年8月期 ― 0.00 ―
22年8月期 
（予想） ― ―

3.  平成22年8月期の連結業績予想（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 
（％表示は対前期増減率） 

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 37,000 10.0 1,400 ― 1,200 ― 500 △30.8 36.19



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、実際の業績は、今後さまざまな要因によって予想数値と異なる場
合があります。 
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な課題としておりますが、今後の経営環境につきましても厳しい状況が続くことが予想されるため、配
当予想額は業績の回復動向等を勘案した上で、決定次第お知らせいたします。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年8月期第3四半期 14,128,929株 21年8月期 14,128,929株
② 期末自己株式数 22年8月期第3四半期 311,602株 21年8月期 311,502株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年8月期第3四半期 13,817,380株 21年8月期第3四半期 13,817,635株



 当第３四半期連結会計期間における経済情勢は、世界経済においては、2009年に底入れした景気が、今年に入って

からも緩やかな回復基調を続けております。 

 このことは、中国を始めとする新興各国が引続き牽引し、米国においては、個人消費が緩やかに増加し始め、設備

投資につきましても増加していることによるものと思われますが、一方、欧州については、ギリシャの財政危機に端

を発した経済不安が、国際金融市場にも悪影響を与える可能性が懸念されております。 

 我が国経済におきましても、経済対策の効果や雇用環境が最悪期を脱し、個人消費・設備投資を中心とする内需が

底入れしつつあります。そのため、景気は緩やかではありますが、持ち直しの動きが続いております。しかしなが

ら、欧州の財政危機による不安が国際金融市場において、不安定な為替動向や株式市場に悪影響を与える等、様々な

下振れリスクを抱えており、先行きに対する不透明な経営環境が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループにおきましては、不透明な経営環境ではありますが、継続して生産性の向上

を図り、収益力の改善に結び付け、新たな事業展開等を推進し、業績の回復に取組んでまいりました。  

 この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高 百万円（前年同四半期比8.7％

増）、営業利益 百万円（前年同四半期は 百万円の営業損失）、経常利益 百万円（前年同四半期は 百万円

の経常損失）、四半期純利益 百万円（前年同四半期比39.7％減）となりました。 

 当社グループは、同一セグメントに属する電子・電気機器部品の製造販売を主な事業として営んでおり、当該事業

以外に事業の種類がないため、事業の種類別セグメントの業績の記載は省略しております。 

  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりまし

た。その主な要因は、受取手形及び売掛金が 百万円増加したことによります。負債は、前連結会計年度末に比

べ 百万円増加し、 百万円となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金が 百万円増加したこ

とによります。純資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりました。その主な要因は、

配当金の実施373百万円及び四半期純利益308百万円を計上したこと等により利益剰余金が 百万円減少し、また、そ

の他有価証券評価差額金の増加等により評価・換算差額等が 百万円増加したことによります。 

  

 当事業年度の連結業績予想につきましては、今後の当社グループを取り巻く事業環境の推移を見極める必要があ

り、前回予想（平成22年４月９日）を修正いたしませんが、必要に応じて見直しを行い、速やかに開示いたします。

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

28,609

964 138 881 513

308

２．連結財政状態に関する定性的情報

2,004 34,771

2,406

1,965 10,838 2,140

39 23,932

4

43

３．連結業績予想に関する定性的情報



  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な子会社の異動はありません。 

  

 四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

 税金費用の計算  

 税金費用については、当社および国内連結子会社は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

 ①会計処理基準に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第22号）を適用しております。なお、この変更が損益に与える影響はありません。 

②連結の範囲に関する事項の変更 

(1)第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末において連結子会社であったCHIYODA INTEGRE 

PHLIPPINES, INC.は、重要性が低下したため、連結の範囲から除外しております。 

 (2)変更後の連結子会社の数 

   18社 

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,135 5,840

受取手形及び売掛金 10,182 7,775

商品及び製品 1,260 1,045

仕掛品 380 298

原材料及び貯蔵品 2,574 2,474

繰延税金資産 397 317

その他 755 1,148

貸倒引当金 △23 △21

流動資産合計 21,663 18,879

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,144 9,199

減価償却累計額 △5,595 △5,417

建物及び構築物（純額） 3,549 3,782

機械装置及び運搬具 7,363 8,038

減価償却累計額 △4,804 △4,959

機械装置及び運搬具（純額） 2,559 3,078

工具、器具及び備品 2,063 1,616

減価償却累計額 △1,645 △1,222

工具、器具及び備品（純額） 418 394

土地 2,516 2,524

建設仮勘定 34 30

有形固定資産合計 9,077 9,810

無形固定資産   

ソフトウエア 1,012 1,105

ソフトウエア仮勘定 54 76

電話加入権 12 12

無形固定資産合計 1,079 1,194

投資その他の資産   

投資有価証券 1,769 1,666

繰延税金資産 150 147

その他 1,062 1,094

貸倒引当金 △30 △25

投資その他の資産合計 2,952 2,883

固定資産合計 13,108 13,887

資産合計 34,771 32,767



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,429 4,288

短期借入金 1,987 2,608

未払法人税等 125 67

賞与引当金 185 306

その他 1,133 724

流動負債合計 9,861 7,996

固定負債   

繰延税金負債 361 327

退職給付引当金 443 367

その他 172 181

固定負債合計 977 876

負債合計 10,838 8,873

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,331 2,331

資本剰余金 2,450 2,450

利益剰余金 21,259 21,263

自己株式 △531 △531

株主資本合計 25,509 25,513

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14 △91

為替換算調整勘定 △1,590 △1,528

評価・換算差額等合計 △1,576 △1,620

純資産合計 23,932 23,893

負債純資産合計 34,771 32,767



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 26,320 28,609

売上原価 21,617 23,118

売上総利益 4,702 5,490

販売費及び一般管理費 4,840 4,525

営業利益又は営業損失（△） △138 964

営業外収益   

受取利息 48 21

受取配当金 17 17

その他 56 95

営業外収益合計 123 134

営業外費用   

支払利息 52 23

為替差損 376 112

コミットメントフィー 43 43

その他 25 38

営業外費用合計 497 217

経常利益又は経常損失（△） △513 881

特別利益   

固定資産売却益 12 20

貸倒引当金戻入額 29 9

資産受贈益 － 31

特別利益合計 42 61

特別損失   

前期損益修正損 146 －

固定資産除売却損 5 52

ゴルフ会員権評価損 － 12

投資有価証券評価損 219 170

特別退職金 76 109

関係会社整理損 － 119

その他 － 1

特別損失合計 447 467

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△918 475

法人税等 △1,430 166

四半期純利益 511 308



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 7,236 10,059

売上原価 6,359 8,225

売上総利益 877 1,834

販売費及び一般管理費 1,605 1,600

営業利益又は営業損失（△） △728 233

営業外収益   

受取利息 14 7

受取配当金 0 0

為替差益 137 5

その他 18 25

営業外収益合計 171 39

営業外費用   

支払利息 16 6

コミットメントフィー 15 15

その他 9 23

営業外費用合計 41 45

経常利益又は経常損失（△） △599 227

特別利益   

固定資産売却益 0 5

貸倒引当金戻入額 23 0

投資有価証券評価損戻入益 349 －

資産受贈益 － 4

その他 － 0

特別利益合計 373 10

特別損失   

前期損益修正損 146 －

固定資産除売却損 2 35

投資有価証券評価損 － 1

特別退職金 76 109

その他 － 0

特別損失合計 225 147

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△451 91

法人税等 △1,549 15

四半期純利益 1,098 75



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△918 475

減価償却費 1,130 1,097

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68 79

賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △120

受取利息及び受取配当金 △66 △38

支払利息 52 23

固定資産除売却損益（△は益） △7 32

投資有価証券評価損益（△は益） 219 170

関係会社整理損 － 119

売上債権の増減額（△は増加） 4,113 △2,485

たな卸資産の増減額（△は増加） 778 △477

仕入債務の増減額（△は減少） △2,129 2,204

その他 △213 297

小計 3,005 1,378

利息及び配当金の受取額 66 38

利息の支払額 △57 △46

法人税等の支払額 △742 △230

法人税等の還付額 － 504

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,271 1,644

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △26 △86

定期預金の払戻による収入 42 113

有形固定資産の取得による支出 △842 △242

有形固定資産の売却による収入 21 45

無形固定資産の取得による支出 △325 △126

投資有価証券の取得による支出 △301 △108

貸付けによる支出 △294 △31

貸付金の回収による収入 1 90

その他 △43 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,769 △356

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 747 △537

自己株式の取得による支出 △0 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4 △8

配当金の支払額 △690 △373

財務活動によるキャッシュ・フロー 51 △919

現金及び現金同等物に係る換算差額 △640 △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △87 354

現金及び現金同等物の期首残高 6,090 5,680

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △39

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,003 5,996



 該当事項はありません。 

  

 当社グループは、ＯＡ機器、ＡＶ機器、自動車、文具など各製品の機構部品、機能部品の製造販売を主な事業としてお

ります。  

 これらＯＡ機器・ＡＶ機器等製品の機構部品、機能部品の製造販売事業は製造から販売までのプロセスが共通してお

り、また、事業の性質から判断して単一事業セグメントに属しております。従って、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。  

  

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日) 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  2,947 1,603 2,324 360  7,236  - 7,236

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 755 19 104 5  884  △884 -

計  3,702 1,622 2,429 366  8,120  △884 7,236

営業費用   4,227 1,777 2,569 446  9,020  △1,055 7,965

営業利益（又は営業損失）  △525 △154 △140 △79  △899  171 △728

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  3,692 2,494 3,337 534  10,059  - 10,059

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 1,640 50 160 2  1,853  △1,853 -

計  5,333 2,544 3,498 536  11,913  △1,853 10,059

営業費用   5,318 2,550 3,420 539  11,829  △2,004 9,825

営業利益（又は営業損失）  14 △6 77 △3  83  150 233



前第３四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年５月31日) 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22年５月31日) 

  （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

 (1)東南アジア   シンガポール、マレーシア、タイ等 

 (2)中国      中国、香港 

 (3)その他     北米等 

 ３．連結の範囲の変更 

定性的情報・財務諸表等４．(3) ②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末に

おいて連結子会社であったCHIYODA INTEGRE PHILIPPINES, INC.は、重要性が低下したため、連結の範囲か

ら除外しております。なお、この変更が損益に与える影響は軽微であります。  

 ４. 会計処理基準に関する事項の変更 

 当第３四半期連結累計期間 

 （連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針） 

定性的情報・財務諸表等４．(3) ①に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表におけ

る子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号）を適用しており

ます。なお、この変更が損益に与える影響はありません。 

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  10,632 6,268 7,886 1,533  26,320  - 26,320

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 2,864 122 591 8  3,586  △3,586 -

計  13,496 6,390 8,477 1,541  29,906  △3,586 26,320

営業費用   14,348 6,233 8,361 1,666  30,610  △4,152 26,458

営業利益（又は営業損失）  △852 157 115 △124  △704  565 △138

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  11,084 7,260 9,083 1,181  28,609  - 28,609

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 4,451 141 481 4  5,077  △5,077 -

計  15,535 7,401 9,564 1,185  33,687  △5,077 28,609

営業費用   15,426 7,287 9,186 1,269  33,170  △5,525 27,644

営業利益（又は営業損失）  109 114 378 △84  517  447 964



前第３四半期連結会計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成21年５月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年５月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

      ２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

      (1)東南アジア  シンガポール、マレーシア、タイ等 

      (2)中国     中国、香港等 

      (3)その他    北米、欧州等 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

       ４．連結の範囲の変更 

定性的情報・財務諸表等４．(3) ②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末にお

いて連結子会社であったCHIYODA INTEGRE PHILIPPINES, INC. は、重要性が低下したため、連結の範囲から

除外しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高が東南アジアで72百万円減少しており

ます。 

〔海外売上高〕

  東南アジア   中国    その他    計      

海外売上高（百万円）  1,543  2,287  399  4,230

連結売上高（百万円）                                               7,236

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 21.3 ％ 31.6 ％ 5.5 ％ 58.5

  東南アジア 中国 その他 計   

海外売上高（百万円）  2,313  3,408  645  6,367

連結売上高（百万円）                                               10,059

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 23.0 ％ 33.9 ％ 6.4 ％ 63.3

  東南アジア 中国 その他 計   

海外売上高（百万円）  5,955  8,101  1,678  15,735

連結売上高（百万円）                 26,320

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 22.6 ％ 30.8 ％ 6.4 ％ 59.8

  東南アジア 中国 その他 計   

海外売上高（百万円）  6,735  9,362  1,511  17,609

連結売上高（百万円）                                               28,609

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 23.5 ％ 32.7 ％ 5.4 ％ 61.6



 定性的情報・財務諸表等４．(3)②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間において連結の範囲に異動があ

ったため、連結除外により利益剰余金が59百万円増加しております。  

  

該当事項はありません。  

  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報
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